
 

 

【次世代育成支援レター】ＮＯ.１５７ 

令和４年６月 

先頃、アメリカの電気自動車大手テスラのイーロン・マスク最高経営責任者（ＣＥＯ）のツイッター投稿が日

本人に衝撃を与えました。「当たり前のことだけど、出生率が死亡率を上回るような変化がない限り、日本はいず

れ存在しなくなるだろう。これは世界にとって大きな損失になる」という内容が波紋を呼びました。 

こうした中、厚生労働省は 2021年の人口動態統計を発表し、コロナ禍による少子化加速の実態が浮き彫りにな

りました。今回はこうした状況をご紹介いたします。 

 

2021人口動態統計 

 厚生労働省「人口動態統計：月報年計（概数）」によれば、コロナウイルス感染拡大が本格化した 2020 年４月

以降の妊娠による出産を反映した 2021 年の出生数（日本における日本人）は８１万 1604 人にとどまり、データ

がある 1899年以降で最少となりました。 

＜令和３年(2021年)人口動態統計月報年計（概数）結果の要約＞ 

１.出生数は８１万 1604人で前年の８４万 835人より２万 9231人減少 

２.出生率（人口千対）は６.６で前年の６.８より低下 

３.出生数を母の年齢（５歳階級）別にみると４０～４４歳で前年より増加し他の各階級では減少 

４.合計特殊出生率 は１.３０で前年の１.３３より低下 

５.死亡数は 143万 9809人で前年の 137万 2755人より６万 7054人増加 

６.死亡率（人口千対）は１１.７で前年の１１.１より上昇 

７.死因順位の第１位は悪性新生物（腫瘍）で全死亡者に占める割合は２６.５％、 第２位は心疾患（高血圧性を 

除く）同１４.９％、第３位は老衰（同１０.６％） 

８.出生数と死亡数の差である自然増減数は△６２万 8205人で前年の△５３万 1920人より９万 6285人減少 

９.自然増減率（人口千対）は△５.１で、前年の△４.３より低下 

10.自然増減数・率ともに１５年連続で減少かつ低下。自然増減数が増加した都道府県は沖縄県（953人）のみ 

11.婚姻件数は５０万 1116組で前年の５２万 5507組より２万 4391組減少 

12.婚姻率（人口千対）は４.１で前年の４.３より低下 

13.平均初婚年齢は夫３１.０歳で前年と同年齢、妻は２９.５歳で前年の２９.４歳より上昇 

まさにイーロン・マスク氏の投稿内容を裏付ける結果でした。 

コロナ禍前から出生数減少の流れは続いていましたが、前年より２万 9231人（３.５％）少なく、国の将来推 

計（中位：2027 年に８１万４千人）より６年も早く８１万人台前半に突入し、少子化の加速が鮮明になってしま

いました。 

＜出生数の最近の年次推移＞ 

 

出生数の年次推移をみると、戦後間もない昭和２４年（1949年）の269万6638人を第１次ピーク（第１次ベビー

ブーム）に、その子世代（団塊ジュニア）が生み出した昭和４８年（1973年）の209万1983人の第２次ピーク（第

２次ベビーブーム）があり、それ以降は減少と増加を繰り返しながらも全体的には減少傾向が続いており、平成

２７年は５年ぶりに若干増加しましたが、平成２８年から再び減少していました。 

https://www.asahi.com/topics/word/%E9%9B%BB%E6%B0%97%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E3%83%84%E3%82%A4%E3%83%83%E3%82%BF%E3%83%BC.html


 

 

 

 

＜出生数及び合計特殊出生率の年次推移＞ 

 

合計特殊出生率の年次推移をみると、次世代育成支援対策支援法（平成１５年制定）が平成１７年から施行さ

れたこともあってか、平成１８年から上昇傾向が続いていましたが、平成２６年に低下してしまい平成２７年の

再上昇の後、翌年の平成２８年からは再び低下傾向が続いています。令和３年の合計特殊出生率は１.３０で、前

年の１.３３より低下しています。 

＜合計特殊出生率の年次推移＞ 

 

 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次 

世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡く 

ださい。                            神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 


